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JSG ニュースレター 

COVID-19 予防対策に伴う 

法務対応に関する最新情報 

【連載第 2 回】テレワーク勤務導入の 

5 大ポイント 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

台湾国内では新型コロナウィルス感染症（COVID -19）の感染拡大が続き、多

くの産業に深刻な影響を及ぼしています。そこで、労働法令の理解·確認に努め、効

果的な危機対策、労働紛争の防止に積極的に取り込む企業を支援するために、德

勤商務法律事務所は、《コロナ禍における労働法令に関してよくある企業からのご質

問 10個》を連載企画としてまとめました。第２回となる今回は「テレワーク勤務導入の

5大ポイント」を解説いたします。 

 

雇用主は、テレワーク勤務を導入する際に、労働契約に就業場所の変更に関する

定めがない場合、原則として、労働者の同意を得る必要があります。また、テレワーク

勤務の導入によって就業場所を変更する場合、労働基準法第10-1条に定められた

「企業経営上の必要性に基づくもので、不当な動機および目的があってはならない」

「労働者の賃金その他労働条件が不利に変更されていない」等の「異動五原則」の規

定も遵守しなければなりません。このほか、テレワーク勤務の場所は、ほとんどが雇用主

の事業所以外の場所であるため、労働者の勤務時間の記録および残業申請につい
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ても注意が必要です。雇用主が注意すべき関連事項は、下記の通りです。関連法令

の違反にならないよう遵守する必要があるので、ご注意ください。 
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日商組新聞稿 

防疫法律快遞 

【系列 2】遠距工作五大重點 

 

 

 

隨著新冠肺炎（Covid-19）本土疫情持續嚴峻，逐步衝擊臺灣各產業領

域，為協助企業積極了解與確認勞動法令，有效因應危機且預防紛爭，德勤

商務法律團隊彙整規畫《疫情下企業常見的十項勞動法令問題》，今日推出

【系列 2】遠距工作五大重點。後續將陸續提出其他勞動法令問題供企業參

考。 

 

雇主如何實施遠距工作，原則上，倘若勞動契約並無約定變更工作場所相

關事項，則雇主仍須取得勞工之同意始得為之。而遠距工作涉及工作場所的

變更，尚須遵守勞動基準法第 10-1 條「調動五原則」規定，其中包含「基

於企業經營上所必須，且不得有不當動機及目的」、「對勞工之工資及其他

勞動條件，未作不利之變更」等。此外，因遠距工作之工作場所多半非在雇

主之事業場所，雇主尚須注意勞工工時之紀錄及加班之申請，相關注意事項

如下，提醒各企業須確實遵守，避免違反相關法令。  
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